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担当部署：農村開発部第1グループ

1．案件名

カンボジア国流域灌漑・排水基本計画調査

2．協力概要

（1）事業の目的

1)調査対象4流域において、水管理の改善、農業生産性の向上のための灌漑・排水マスタープランを
策定する。

2)同マスタープラン（案）から優先的に開発すべき地区（優先地区）を選定し（各流域1～2箇所を想
定）、灌漑排水施設整備を中心としたマスタープランの事業化のための詳細計画を策定する。

3)調査を通じてカウンターパートの計画策定等に係る技術力が向上する。

（2）調査期間

2007年2月から2009年3月（26ヶ月）

（3）総調査費用

2.4億円

（4）協力相手先機関

a.協力相手国実施機関の責任者

水資源気象省（MOWRAM）次官

b.協力相手国実施機関名

水資源気象省（MOWRAM）および農林水産省（MAFF）

（5）計画の対象（対象分野、対象規模等）

a.調査対象

バッタンバン川流域、ムンルセイ川流域、プルサット川流域、ボリボ川流域（バッタンバン州、プル
サット州、コンポンチュナン州が主要3州となり、カンダール州、コンポンスプー州の一部を含む）

b.計画対象面積

上記4流域の農地（面積約24万ha）

c.対象分野

灌漑・排水施設整備、水管理、営農／栽培、市場

3．協力の必要性・位置付け

（1）現状および問題点

カンボジア国（以下「カ」国）において農業は経済の中心であり、GDPの約30％を占め、就業人口の
80％近くが農業に携わっている。さらに「カ」国の人口の85％は農村部に居住し、貧困層（1日1ド
ル以下の収入）の75％が農業を主体とした世帯となっている。このような状況下で、「カ」国政府は



社会経済開発計画に基づき貧困からの脱出に取り組んでおり、灌漑と農業分野の開発を最優先課題と
している。

「カ」国の灌漑施設は、設計上・施工上の問題を含んだ建設、維持管理の欠如、20年以上にわたる戦
乱による破壊から十分に機能していない。2005年における全国のコメの作付面積は約237万haであ
り、このうち灌漑システムはポンプ灌漑地区を入れて946システム存在し、計画灌漑面積は約89万ha
と概算される。しかし実際の灌漑面積は補給灌漑地区を入れても雨期約26万ha、乾期約14万haに過
ぎない。これら施設は流域全体の水資源賦存量を効率的に利用するような灌漑・排水計画に基づいた
ものでなく、また水路の水位が低い等技術的問題があることから、各水田への自然配水が困難な状況
であるところも多い。かかる状況を改善するため、水資源気象省は各ドナーに灌漑排水施設の整備を
要望しており、ADB、世銀、韓国等は施設改修事業を実施している。しかし、流域の水資源を包括し
た長期的な水利用計画に基づいたものではなく、短期的かつ単独の施設改修という視点から実施され
てきたものもあり、当該地域の水資源、農地等のポテンシャルを有効に活かせないばかりではなく、
他地域への水配分ができなくなる等、それらポテンシャルを喪失する可能性も含んでいる。

「カ」国はトンレサップ湖および周辺地域を貧困削減、経済において非常に重要な地域としており、
同地域の自然資源を考慮に入れた現実的かつ着実な開発を進めていくことが地域発展の重要な課題と
認識している。同地域は内戦終結後も開発から取り残され、道路を始めとした農村インフラは整備も
遅れており、「カ」国の中でも貧困度の高い地域の1つである。対象地域を含むトンレサップ湖沿岸
の州の貧困人口比率はカンボジア全国の34.7%に対し42.8%であり、農村貧困人口比率は「カ」国の
37.8%に対し45.4%である。また、農村貧困人口の36.2%が今回の対象流域を含むトンレサップ湖
沿岸の州に居住している。地域の主要産業は農業であり、稲作が中心に行われているが生産性は低
く、供給量は需要を満たしていないのが現状である。本調査対象地域での問題点は以下に集約でき
る。

a.灌漑排水施設

既存灌漑システムの多くはポルポト時代に建設されたもので、建設から30年以上経過しており老朽化
が著しく、水配分の点で技術的な問題があり、実際の灌漑率は10%以下と推察される。

b.気象水文資料

気象水文観測データが整理されていないため、灌漑計画を策定するための基礎資料が不十分である。

c.営農／普及

営農技術が低く、それを補う普及体制も不十分である。また、農民の資金不足による肥料や農薬の利
用も困難であることから、農産物の生産量が低い上に変動も大きく、市場性欠如の大きな要因となっ
ている。

一方で本調査対象地域の上流域は、年間降水量が低平地部より30%程度高い2,000mmを超える高地
部であり、高い水資源ポテンシャルを有している。これを有効に利用し、農地資源を適切に活用する
ための中長期的な流域灌漑・排水マスタープランが策定・実施されることにより、農業生産性を拡大
し、地域の貧困削減を実現することが期待される。

（2）相手国政府国家政策上の位置づけ

「カ」国政府は1996年から2000年を対象とする第1次社会経済開発計画（SEDP）、2001年から
2005年を対象とする第2次社会経済開発計画（SEDP II）、国家開発計画2006-2010（NSDP）にお
いて、特に農村部における貧困削減を最優先課題としており、その中で農業の発展を最も重要な政策
課題としている。また農林水産省が策定したカンボジア農業分野開発計画（2001～2010年）におい
ても、コメ生産の拡大による食糧安全保障の実現が優先課題としている。さらに、農林水産省、水資
源気象省、各ドナーにより作成中の農業・水戦略（Agriculture and Water Strategy,2006-2010)に
おいても農業生産性の向上、作物の多様化、水資源・灌漑システム管理を優先課題とし、重要な戦略
の一つとして水資源・灌漑・土地プログラムが策定される予定である。

本協力は、水管理改善、灌漑施設改修を中心とした内容となっており、カンボジア国の開発計画との



整合性が図られていると判断できる。

（3）他国機関の関連事業との整合性

アジア開発銀行（ADB）は農業・水資源開発プログラムの1つとして北西地域灌漑セクター・プログ
ラム（2004年～2010年）を実施している。同プログラムでは(1)農民の能力向上、(2)高価値農産物
の導入と市場開拓、(3)競争力のある農業への転換を目的とし、灌漑開発では農業生産向上への総合的
支援、安定且つ高い農家収入を実現するための支援を行なう一方で、流域を単位とした灌漑開発
（Small and medium-seized irrigation）、農民組織（Water-using farming communities）の支援
を明確に述べている。また、AusAIDにより農業普及計画フェーズ2（CAAEP II）（2002年～2006
年）が実施されており、本計画の調査地域は同計画に含まれる。両計画は灌漑システムの改修、農業
普及の分野に大きく関わっているため、本調査の中では、これらプロジェクトの調査結果を活用する
ことが有効である。また、ADBにより実施されている事業とは必要に応じて連携し、詳細計画策定に
おいては、調査項目、対象地区について重複に留意する必要がある。

（4）我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ

国別援助計画では、カンボジアに対する重点分野・課題別援助方針の一つに「農業・農村開発と農業
生産性向上」が掲げられており、灌漑施設の整備、水管理システムの改善、水利組織の育成、農業生
産性の向上等が必要とされている。

また、JICA国別事業実施計画では優先課題「農業・農村開発」分野における主要な開発課題の一つと
して「農業生産の振興」を掲げており、灌漑施設の老朽化や未熟な水管理体制、低い農業生産性への
対応が必要とされている。

従って、これら我が国及びJICAのカンボジアへの重点的な援助政策・課題と、当案件の内容は合致し
ている。

4．協力の枠組み

本プロジェクトは、トンレサップ湖西岸に位置する4流域を対象として、灌漑排水施設の整備を中心
とした農業生産性向上のためのマスタープラン策定を行うものである。

当該地域では、各種ドナーの短期的な視点からの灌漑施設整備事業が実施されているが、それらは流
域単位を視野に入れたマスタープランに基づくものではない。そのため、本プロジェクトでは、流域
単位での水資源賦存量や灌漑可能農地面積、現地に適した営農計画・土地利用計画、市場アクセス等
を総合的に考慮に入れた他ドナーの事業でも活用できる灌漑排水施設整備のマスタープランを策定す
る。フェーズ1においては、当該地域の農業生産性向上のために実施すべき灌漑施設整備を中心とし
た流域単位の視点による流域灌漑・排水マスタープラン(案)を策定する。また、同マスタープラン
(案)から優先的に開発すべき地区（優先地区）を選定する。その結果を踏まえ、フェーズ2では、優先
地区においてフェーズ1で策定したマスタープラン(案)を事業実施へ結びつけるための詳細計画を策定
する。さらに、詳細計画の結果をマスタープラン(案)へ反映させ、最終的な流域灌漑・排水マスター
プランとして固める。

なお、カンボジアでは、気象水文データの観測体制が整っていないことから、灌漑排水施設の整備計
画を立てる上で必須となる雨量、河川流量・水位などの気象水文データが不足している。そのため、
本プロジェクトでは既存及びフェーズ1で新設する気象水文観測施設（必要に応じてフェーズ2でも設
置）においてデータを収集し、計画策定に反映させるとともに、プロジェクト終了後も持続的に気象
水文観測が実施され、その結果が計画へフィードバックできるための技術移転、体制づくりを併せて
実施する。

さらに、灌漑排水施設の改修を実施する際には、環境面及び社会面に配慮することが必要となること
から、マスタープランに基づく事業実施が環境や社会へ与える影響を調査するとともに、カンボジア
側が事業実施の際に適切な環境影響評価が実施できるよう技術移転を併せて実施する。

（1）調査項目

本調査ではマスタープラン（案）の策定を中心としたフェーズ1（11ヶ月）と、詳細計画策定及び最



終的なマスタープラン策定を中心としたフェーズ2（15ヶ月）から構成される。

【フェーズ1】流域灌漑・排水マスタープラン（案）の策定

1)基礎調査

調査地域に関する既存報告書および情報のレビュー
現地調査の実施

2)気象水文観測の実施

気象水文観測システムの構築
気象水文観測の実施

3)流域灌漑・排水マスタープラン（案）の作成

1. 農業用水の利用可能量および灌漑・排水計画
既存施設の改修を優先するとともに、農民水利組合の能力を考慮した最適な灌漑・排水シ
ステム計画を策定する。
灌漑用水の効率的利用促進計画を策定する。

2. 営農および栽培
最適な営農、栽培、土地利用計画の策定および市場調査

3. 環境および社会配慮
初期環境影響評価（IEE）の実施

4)優先地区の選定

フェーズ2における詳細計画の対象となる優先地区の選定
優先地区の選定においては、下記の項目を考慮に入れることとする。
a)展示、波及効果
b)水資源、土地資源の優位性
c)農民水利組織の維持管理能力
d)経済的優位性および貧困削減効果
e)環境および市場性

【フェーズ2】優先地区における詳細計画および最終的な流域灌漑・排水マスタープランの策定

1)優先地区に関する詳細計画の策定

1. 優先地区の詳細計画の策定に必要な気象水文観測の実施
必要に応じ、補足的に気象水文観測を実施する。
フェーズ1で実施している地点での気象水文観測を継続し、優先地区の詳細計画策定の基
礎資料とする。

2. 詳細計画に関連するより具体的で詳細な灌漑・排水計画および農業用水の管理計画
3. 詳細計画策定のためにフェーズ1の成果を補足する目的で実施する営農、栽培、土地利用計画お

よび市場調査
4. 環境および社会配慮

状況に応じて環境影響評価（EIA）の実施

2)最終的な流域灌漑・排水マスタープランの完成

フェーズ1および2の調査結果に基づく流域灌漑・排水マスタープランの完成

（2）アウトプット（成果）

1)対象地域の基礎調査を実施することにより、現況の自然・社会経済・営農状況、また灌漑・排水施
設の現状および問題点が認識される。

2)対象流域において流域灌漑・排水マスタープランが策定される。



3)優先度の高い地区に関する詳細計画が策定される。

4)営農計画による灌漑用水量の概定、水資源の利用可能量の調査に必要な気象水文資料の解析が実施
されるとともに、観測体制が整備される。

5)本調査の実施により相手国カウンターパートへの技術移転が行われる。

（3）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施

（a）コンサルタント（分野／人数）

1. 総括 灌漑排水計画／ 1
2. 灌漑排水施設 水管理／ 1
3. 気象 水文／1
4. 営農 栽培 市場調査／ 1
5. 環境社会配慮 農村社会経済／ 1
6. 事業評価／ 1

（b）その他 研修員受入れ

カウンターパート研修受入れ（1～2人/年）
調査用資機材（気象水文観測機器等）

5．協力終了後に達成が期待される目標

（1）提案計画の活用目標

策定した流域灌漑・排水マスタープランが水資源気象省および農林水産省の施策として採用され
る。
詳細計画を実施した優先地区に対し、灌漑排水施設の整備事業が実施される。
気象水文観測システムが確立され、継続的に観測が行われるとともに、観測結果の分析・評価に
基づき、灌漑排水施設の整備計画が詳細に検討される。

（2）活用による達成目標

整備された灌漑排水施設が維持管理され有効活用され、対象地域の農業生産性が向上し、農民の
貧困削減に資する。
計画策定を通じ、気象水文観測の重要性が認識され、カンボジア国全体を対象とした観測システ
ム網（特に人材育成と配置）が拡充される。
優先地区以外の灌漑・排水システムについて詳細計画が実施され、流域全体の具体的改修計画が
策定される。また農業・営農に関するプログラムが構築され、農業技術普及体制が確立する。

6．外部要因

（1）協力相手国内の事情

（a）政策的要因

開発政策の変更による事業計画の優先度の低下はないと見込まれる。

（b）経済的要因

カンボジア国内外の経済状況の変化はないと見込まれる。

（2）関連プロジェクトの遅れ

特になし

7．貧困・ジェンダー・環境等への配慮（注）



環境について、優先地区が既存灌漑システムから選定される可能性が高いため、環境に対する重
大な問題が発生することはない。しかし、計画範囲が広大であり将来的に下流に位置し生物多様
性や地域経済にとって重要なトンレサップ湖への環境影響も想定されるので下記について留意す
る必要がある。(i) 灌漑施設の整備とともに肥料、農薬の使用量が増加し、水質への重大な影響
が想定されるので、それらの使用方法などについての指導を組み込むなどの留意の必要がある。
(ii) 魚類の移動を阻止しないような設計とするなどの留意の必要がある。
5,000ha以上の灌漑事業は初期環境調査ないしは環境影響評価を要することから、将来的な灌漑
事業実施を見越し環境社会配慮調査に関わる技術移転を実施する。

8．過去の類似案件からの教訓の活用（注）

開発調査においては、これまでに多くの灌漑計画が策定されてきたが、事業化までに長い時間を
要している。本調査の詳細計画において事業化が早期に必要なものは、ADB、世銀等の他ドナー
及びカンボジア独自において行われる灌漑プロジェクト、また日本の援助の各種援助スキーム
（技プロ、有償資金協力、無償資金協力）等幅広い可能性を視野に入れて調査を進めることが必
要である。そのためには、現在作成中の農業・水戦略のプログラムの元で実施する案件として本
調査を位置づけ、各ドナーやカンボジア側への情報提供を行うとともに、調査結果を国家プログ
ラムの一部として扱えるよう、同戦略との調整を図る必要がある。
水資源気象省と農林水産省の連携を促進することはもとより、その連携の下で地方行政レベル
（気象水文観測時）や農民（水管理時）の積極的参加を促すことに配慮して調査を進めることが
必要である。
カンボジアでは各ドナーによる灌漑施設改修などの協力後、施設の維持管理や水分配に問題のあ
る地区がある一方、水利費を徴収し良好に運営している灌漑地区もある。これら協力案件の維持
管理・水分配・農民水利組合などの問題例や優良事例を検証し、公平で持続的な維持管理計画や
水分配を視野に入れてマスタープランを策定することが有効である。

9．今後の評価計画

（1）事後評価に用いる指標

（a）活用の進捗度

灌漑・排水マスタープランの詳細計画に基づき実施された灌漑システム数および整備工事実施
（または申請）事業数
気象水文観測が継続実施されている観測所数と、観測資料を基に分析された河川流出や圃場用水
量等の検討件数

（b）活用による達成目標の指標

灌漑面積の増加量
灌漑地区の反収増加量
農業収入の増加量

（1）上記(a)および(b)を評価する方法および時期

フォローアップ調査によるモニタリング（2009年度以降）

（注）調査にあたっての配慮事項


